








・貴事業所が支社、支店又は営業所の場合には、本社の所在地を記入してください。「本社の所在地」とは、登記上の
所在地ではなく、本社が実際に事業を行っている所在地です。
・貴事業所が本社である場合は、この項目を記入する必要はありません。

本社の所在地エ
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・「事業所の年間売上高」のうち、「計量証明業務」の年間売上高を記入してください。
・対象となる「計量証明業務」の業務の内容については、下記の「調査対象となる業務」（日本標準産業分類の小分類
745－計量証明業）に記載されている業務に基づきますので、当該部分を参照してください。

「事業所の年間売上高」のうち「計量証明業務」の年間売上高

【対象となる業務】
・一般計量証明業務：貨物の質量、体積などを計量し、その結果の証明（証明行為の形式を問わない。以下
同じ。）を行う業務
・環境計量証明業務：環境の状態に関して、大気・水質・土壌の濃度、騒音・振動レベルなどを計量し、その結果
の証明を行う業務
・その他の計量証明業務：一般計量証明業務及び環境計量証明業務以外で、貨物以外の質量などの計量証明、
環境の状態以外の濃度などの計量証明を行う業務

【対象とならない業務】
・自企業内の測定分析のみを行っている業務
・船積貨物の積込・陸揚にかかわる検数・鑑定・検量を行う業務［細分類4899]
・食品衛生・栄養生理、医薬品などに関し、依頼に応じて試験・検査・検定などを行う業務（細分類 7114）
・橋梁、ビル等の構造物、設備の安全確保のため、放射線、超音波等を利用して構造物、設備を破壊せずに検
査する業務（細分類 7442）
・病疫の予防、環境衛生の改善など必要な検査、試験を行う業務（細分類 8492）
など

コ

7





次ページ以降にも記載があります。
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